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業務提携に関するお知らせ 

 
当社は平成１７年１２月１４日開催の取締役会において、株式会社リサイクルワン（本社：

東京都渋谷区、代表取締役 CEO：木南 陽介、以下 ㈱リサイクルワン）と業務提携を行う
ことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ致します。 

 
記 

1. 業務提携の理由 
当社の核となるＥＳＣＯ(Energy Service Company)事業は施設エネルギーの削減提案を

実施し、そのエネルギー削減量を保証するビジネスモデルであります。ＥＳＣＯ事業は導

入企業に対し、エネルギーコスト削減によるキャッシュフローを創出すると共に地球温暖

化ガス排出量の低減を可能とします。京都議定書発効により地球温暖化ガスの削減目標が

設定され、我が国における環境保全への関心は年々高まりつつあります。 
一方で㈱リサイクルワンは国内最大の450社を越す産業廃棄物処理業者の自社ネットワ

ークを活用した産業廃棄物の排出企業と再生・処理企業を結びつけるインターネット取引

市場の運営を核に、ゼロエミッション化に向けたコンサルティングや環境経営コンサルテ

ィング等、企業の環境保全コンサルティング業務を行っております。 
両社共、共通のビジネスマーケットに対しサービスを提供しており、当社の提供するト

ータル省エネルギープランの一つである廃棄物処理コンサルティング業務の強化と㈱リ

サイクルワンの環境経営コンサルティングの強化が同時に図れ、両社のシナジー効果が十

分に見込めることから、この度の業務提携を行う事となりました。 
 

2. 業務提携の内容 
当社と㈱リサイクルワンのビジネススキームは異なっておりますが、販売対象とするビ

ジネスマーケットが共通しております。従いまして当社の顧客である 2,800社と㈱リサイ
クルワンの保有する 800 社の顧客網に対し、それぞれＥＳＣＯ事業コンサルティングと
リサイクルコンサルティングの導入を推進して参ります。 
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3. 業務提携先の概要 
(1) 名 称 株式会社リサイクルワン 

(2) 主な事業内容 再生資源取引を支援する情報ネットワークの構築・運営 

リサイクル・環境経営に関するコンサルティング 

(3) 設立年月日 2000 年 5 月 30 日 

(4) 本店所在地 東京都渋谷区桜丘町 14‐1 ハッチェリー渋谷 

(5) 代 表 者 代表取締役 CEO 木南 陽介 

(6) 資 本 の 額 85,025 千円 

(7) 従 業 員 数 ２５名 

(8) 当社との関係 平成17年12月 14日現在、資本的および人的関係はありません。

 
4. 日程 
平成 17年 12月 14日 取締役会 
平成 17年 12月 14日 業務提携契約書締結 
平成 18年 1月上旬    事業開始 

 
5. 今後の見通し 
本業務提携に伴い、両社の環境コンサルティング機能の強化による業績の向上が見込ま

れますが、具体的な影響額については未定であります。今後の業績の見通しにつきまして

は、確定次第、開示いたします。 
 

以 上 
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